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1．はじめに 

 プレボーリング工法によるモルタル H 鋼杭（以下，

モルタル H 鋼杭という）は，線路上空桁架設構造物の

ベント基礎として，既設鉄道構造物への影響の軽減，

工期短縮，低騒音・低振動の観点から有効な工法であ

る．しかし，鉄道構造物の設計基準 1）においては，特

殊な施工法に位置付けられ，定量化された設計手法は

確立されておらず，現在，本工法を使用するにあたっ

ては鉛直載荷試験を実施しなければならない．本稿で

は，著者らが実施した鉛直載荷試験および付着試験の

結果 2）3）4）を分析し，モルタル H 鋼杭の定量的な設計

手法を提案したので，報告する．なお，本稿では，プ

レボーリング時に孔壁を確実に保持するために，場所

打ち杭と同等の施工管理を行うことを前提としている．  

2．支持力性能評価及び算定式の提案 

2.1 試験結果の分析と基準支持力算定式の提案 

 鉛直載荷試験 2）の目的は，モルタル H 鋼杭の基準支

持力（杭先端沈下量が杭径の 10％に到達した時点の支

持力）の確認である．モルタルＨ鋼杭と場所打ち杭の

施工方法は類似していることから，モルタル H 鋼杭の

算定式は，場所打ち杭の算定式を基本に検討すること

とした．すなわち，モルタル H 鋼杭の基準支持力は，

式（1）及び式（2）の場所打ち杭の支持力算定式から

求めることとした． 

 lDrDqRRR fktkfktkc Δππ  4/2   （1） 

qtk=60N，rfk=3N （砂質土の場合）  （2） 

ここで，Rc：基準支持力，Rtk：基準先端支持力，Rfk：

各土層の基準周面支持力，qtk：基準先端支持力度，rfk：

基準周面支持力度，D：杭径，l：各層の層厚，N：N

値である。 

 次に，モルタル H 鋼杭の基準支持力の実測値と算定

値の関係と，既往の場所打ち杭の実測値と算定値の関

係を図 1 に示す。モルタル H 鋼杭の実測値と算定値の

相関性は場所打ち杭より高い相関性を示している． 

以上より，モルタル H 鋼杭は，施工方法が類似して

いる場所打ち杭と同程度の支持力特性を有しており，

モルタルH鋼杭の基準先端支持力度qtkおよび基準周面

支持力度 rfkの算定式は，場所打ち杭の算定式を準用で

きることが明らかとなった．  

2.2 地盤抵抗係数の算出 

 鉄道構造物の設計における設計鉛直支持力 Rvdは，式

(3)に示すように，特性値に相当する基準支持力 Rcに対

して，各限界状態に応じた地盤抵抗係数（安全係数） rf

を乗じて算出される． 

)( fktkrcrvd RRfRfR         （3） 

なお，地盤抵抗係数 rf は，基準支持力 Rcに対する基

準先端支持力 Rtkの比に応じて異なる値となり，データ

数が少ない場合やばらつきが大きい工法では小さくな

るように，信頼性解析 5)に基づき工法別に算出されて

いる。 

モルタル H 鋼杭に対する地盤抵抗係数 frは，現時点

では載荷試験データ数が 3 ケースであり，場所打ち杭

図１基準支持力の実測値と算定値の関係
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図２ 基準先端支持力比ptと地盤抵抗係数frの関係
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よりも少ないため，信頼性解析を行いモルタル H 鋼杭

の地盤抵抗係数を算出した。図 2 に各限界状態におけ

る基準先端支持力比
tPと算出した地盤抵抗係数

rf の関

係を示す。モルタル H 鋼杭は場所打ち杭に比べて小さ

な地盤抵抗係数となっており，これにより設計鉛直支

持力も小さく算定されることとなる．  

3．付着性能評価及び算定式の提案 

3.1 付着試験結果の分析 

 付着試験 3）の目的は，芯材である H 鋼と充填材であ

るモルタルの付着特性とそれに対する泥水の影響の確

認である．試験結果から，モルタルと H 鋼の付着強度

は，設計基準 6)に示される普通丸鋼の付着強度(fbo=0.4

×0.28f’c
2/3)と同程度であり，さらにベントナイト泥水

中の場合では，約 6 割に低下することが明らかとなっ

た．よって，モルタル強度の低減係数を考慮して H 鋼

の付着強度の算定式として式（4）を提案した． 
3/2'28.04.05.0 cbo ff        （4） 

ここで， bof ：H 鋼の付着強度， cf ' ：モルタルの設計

基準強度である． 

3.2 杭先端部における付着力照査式の提案 

杭の基準支持力を確認するための鉛直載荷試験 2）に

おいて， 杭先端の H 鋼部とモルタル部での軸ひずみ

が一致しておらず，部分的に付着切れが生じていると

推定されるケースがあった．このケースの杭先端軸力

および杭先端のモルタル部とH鋼部の軸ひずみの関係

を図 3 に示す．また，図 3 中に式（4）の付着強度算定

式に H 鋼周長、支持層への根入れ長を乗じて算出(fbo

×UH×Dfo)した杭先端でのH鋼とモルタルの付着力（約

1500kN）を示す．ここで，UH：H 鋼の周長，Dfo：根入

れ長である．H 鋼とモルタルのひずみが一致していれ

ば杭の付着力は確保しているが，図 3 では，杭先端軸

力が約 400kN のとき，モルタル部と H 鋼部の軸ひずみ

に乖離が生じている．これは，杭先端部の H 鋼とモル

タルの付着力に対し，1/4 程度である．杭先端部での付

着切れが生じると杭体全体に付着切れが進展する恐れ

があるため，これを回避する観点から，杭先端の付着

力に対する安全率は 4 程度を確保する必要があると考

えられる． 

したがって，杭先端の安全性の照査として，支持層

への根入れ部分においてモルタルとH鋼の付着力が同

部分にかかる最大荷重時の応答値よりも大きくする必

要があるため，安全率を考慮した照査式［式(5)］を満

足させることとした．  

tdfoHbo VDUf ≧4/          (5) 

ここで， Vtd：最大荷重時における支持層根入れ部の応

答値である． 

4．まとめ 

 本稿では，プレボーリング工法におけるモルタル H

鋼杭の設計手法を提案した．モルタル H 鋼杭の支持力

に関しては，場所打ち杭の算定式を準用することとし

た．ただし，安全係数（地盤抵抗係数）に関しては，

載荷試験事例が少ないことから場所打ち杭と比べて安

全側に設定した．モルタルと H 鋼杭の付着強度は、普

通丸鋼と同程度であり，ベントナイト泥水中の場合は

低減される．また，杭先端で付着切れが生じないよう

に，照査にあたり，付着力に対して安全率を設定した． 

今回の支持力算定式の提案より，鉛直載荷試験を実

施しなくてもモルタル H 鋼杭の支持力評価を行えるよ

うになった． 
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図3 杭先端軸力およびモルタル部とＨ鋼部の軸ひずみの関係
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